様式１　
参加表明書
	業務名
	北海道社会的養護自立支援拠点事業委託業務


　標記業務のプロポーザルに参加したいので、別紙のとおり関係資料を提出します。
令和６年(2024年)　　月　　日　
　北海道知事　鈴木　直道　行
                     （提出者）住　　　所
            　                 会　社　名
                               代表者名                                  

                               電話番号
                               ＦＡＸ番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
	
	氏名
	連絡先（電話番号）

	本件責任者
	
	

	担当者
	
	


参加者申告書
１　参加表明事業者の概要
	業 務 名
	北海道社会的養護自立支援拠点事業委託業務

	会 社 名
	

	所 在 地
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
	

	資　本　金
	　　　
	従業員数
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	 メールアドレス
	E-mail:

	主な事業
	

	※上記以外の支店・営業所等が業務を担当する場合は記入してください。

	
	道内の
営業拠点

	 支店名等
	

	
	
	 所在地
	

	
	
	 電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	担当者職氏名
	
	従業員数
	（上記従業員数の内数）

	申出事項
プロポーザルへの参加を希望するに当たり、次のとおり申し出ます。
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号の規定に該当していません。
(2) 地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により、競争入札への参加を排除されていません。
(3) 道が行う指名競争入札に関する指名停止を受けていません。
(4) 暴力団関係事業者等ではありません。
　　また、暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていません。
（様式２添付。）
　(5) 次に掲げる税に滞納はありません（各機関が発行する納税証明書等を添付。）
　ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）

　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納付義務がある場合を除く。）

　ウ　消費税及び地方消費税。
(6) 次に掲げる届出の義務を履行していない者ではありません（届出義務の履行を証する書類の写し添付。）。
　ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出

　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出
(7) コンソーシアムの構成員が、単体企業又は他のコンソーシアムの構成員として、このプロポーザルに
参加するものではないこと。

	２　過去の業務実績（相談窓口業務、イベント等の実施に係る実績）

	業務名
	業務概要
	受託年度
	相手方

	
	
	　　
	

	
	
	　　
	

	
	
	
	


※過去５年間に本事業と同種の業務を受託し、確実に履行した実績を記載してください。
